蒲郡市広域交付住民票交付事務取扱要領

　（目的）

第１条　この要領は、住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）に基づく住所地市町村長以外の市町村長が交付する住民票の写し（以下「広域交付住民票」という。）の交付に関し必要な事項を定めることにより、その適正な事務を行うことを目的とする。

　（請求できる者）

第２条　住民基本台帳に記録されている者は、住所地以外の市町村長に対し、自己又は自己と同一の世帯に属する者の広域交付住民票を請求することができる。

（交付請求書）

第３条　広域交付住民票を受けようとする者（以下「請求者」という。）は、証明書交付請求書（別記様式。以下「交付請求書」という。）を市長に提出しなければならない。この場合において交付請求書に請求者の署名又は記名押印及び住所、住民票コード又は請求者の出生の年月日及び男女の別、請求に係る住民の住所及び氏名を記載する。

２　前項の規定にかかわらず、請求者が個人番号カードを提示した場合は、当該個人番号カードから住民票コードを読み出せるので、請求者の住民票コードについては明らかにさせる必要はない。この場合において、受付職員は、当該読み出した住民票コードを交付請求書に記載する。

３　住民票コード及び男女の別を交付請求書に記載する場合は、その他欄に記載するものとする。

４　交付請求は、自己又は自己と同一の世帯に属する者の広域交付住民票に限られるので、請求事由については明らかにさせることを要しないが、当該交付請求書に記入があれば、その事由を入力し住所地市町村長に通知する。

（請求者の本人確認）

第４条　市長は、請求があったとき、個人番号カード（交付請求書の提出時点で有効期間内であって、カード運用状況が運用中である個人番号カードに限る。）又は旅券、運転免許証その他官公署が発行した免許証、許可証又は資格証明書等（本人の写真が貼付されたものに限る。）及び市長が適当と認めるものにより、請求者が本人であることを確認できたときは、当該請求を受理する。
２　個人番号カードによる本人確認は、暗証番号を照合した上で本人確認情報を取得し、当該本人確認情報と交付請求書に記載された事項を照合することにより行うものとし、個人番号カード以外の書類による本人確認は、その表面記載事項等に基づき本人確認情報を取得し、当該本人確認情報と交付請求書に記載された事項を照合することにより行うものとする。ただし、個人番号カードの機能の不具合により本人確認を行うことができない場合に限り、個人番号カード以外の書類による本人確認と同様の方法により本人確認する。
３　本人以外の者（本人と同一世帯の者に限る。）による請求については、その者が本人の個人番号カードを提示し、代理権の授与がなされていることを暗証番号の照合により確認できる場合、又はその者の写真付き身分証によりその者の本人確認ができ、かつ本人とその者が同一世帯と確認できた場合に限り、当該請求を受理することができる。

（作成）
第５条　請求があったときは、住所地市町村長と住民基本台帳ネットワークを介し、必要なデータを送受信し、交付地市町村において広域交付住民票を出力する。

（様式）

第６条　様式は、住民基本台帳事務処理要領（昭和４２年１０月４日付自治振第１５０号等通知）に掲げるものとする。

２　規格は、Ａ４版とし、住民票の写しが複数葉にわたる場合は、毎葉のつづり目に、職印又は、せん孔処理で契印しなければならない。

３　空白の住民欄があるときは、末尾に記載された者の下に「以下余白」と記入しなければならない。

　（交付手数料）

第７条　広域交付住民票の手数料は、蒲郡市手数料条例（昭和２９年蒲郡市条例第３号）別表住民基本台帳法関係の手数料による。

　（交付請求の拒否）

第８条　市長は、広域交付住民票の交付請求があった場合において、次の各号のいずれかに該当するときは、これを拒むこととする。

(1)　交付請求が不当な目的であることが明らかなとき。

(2)　交付請求書への虚偽記載その他の不正行為があったとき。

(3)　交付を受けたことにより知り得た事項が不当な目的に使用されるおそれがあると認められるとき。

(4)　請求者が本人確認書類を提示しないとき。 

(5)　消除された広域交付住民票を請求したとき。
(6) 請求者が交付に係る手数料を納付しないとき。

(7) その他市長が必要と認めるとき。

　（保存）

第９条　交付請求書の保存年限は、５年とする。

　（その他）

第１０条　この要領に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。

　　　附　則

この要領は、平成２２年７月１日から施行する。

附　則

この要領は、平成２４年７月９日から施行する。

附　則

この要領は、平成２５年７月８日から施行する。
　　附　則
（施行期日）
１　この要領は、平成２８年１月１日から施行する。
（経過措置）
２　行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成２５年法律第２８号。以下「番号整備法」という。）第２０条第１項の規定によりなお従前の例によることとされた住民基本台帳カード（番号整備法第１９条の規定による改正前の住民基本台帳法第３０条の４４第３項の規定により交付された住民基本台帳カードをいう。）の取り扱いについては、なお従前の例による。
（本人確認書類の例示）

官公署が発行し、本人の写真が貼付された請求者が本人であることを確認する　　　ための書類は、例示した書類のほか、海技免状、電気工事士免状、無線従事者免許証、動力車操縦者運転免許証、運航管理者技能検定合格証明書、猟銃・空気銃所持許可証、特殊電気工事資格者認定証、認定電気工事従事者認定証、耐空検査員の証、航空従事者技能証明書、宅地建物取引主任者証、船員手帳、戦傷病者手帳、教習資格認定証、検定合格証、身体障害者手帳、療育手帳、運転経歴証明書、在留カード、特別永住者証明書、一時庇護許可書、仮滞在許可書及び官公署（独立行政法人及び特殊法人を含む。）がその職員に対して発行した身分証明書等がある。
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